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する新拠点を、福島県郡山市の西部第二工業団地に設置する
作業を進めています。平成26年4月の開所を目指し、建設工
事および設備導入が行われている新拠点は、再生可能エネル
ギー研究開発の推進、産業集積と復興への貢献、再生可能エ
ネルギー利用と省エネルギーの実践、関連人材の育成をミッ
ションとして定めています。

加えて、本年度も企業、大学、公的機関等との連携を拡大・
強化するための取り組みである「産総研オープンラボ」を10
月31日と11月1日に開催し、産総研つくばセンターの研究
室を多数公開する予定です。来場者の方々に、産総研の「成果」

「人」「場」を知り技術開発や課題解決へ活用いただく機会と
してお役に立てればと考えています。

産総研は世界的な研究開発の拠点を目指していますが、わ
が国が抱える多くの課題の解決にイノベーションで貢献する
ため、産総研に多様な人材や組織・機関を集積させ、国際競
争力を強化し、技術移転を促進するオープンイノベーション
の中心拠点としての取り組みを強化していきます。

特に、その方策の1つとして、平成21年度より「つくばイ
ノベーションアリーナ・ナノテクノロジー拠点（TIA-nano）
構想」を推進してきました。本年度から、「つくばイノベーショ
ンアリーナ推進本部」を新設し、関連部署の集約化により、
関連プロジェクトの企画力向上を図るとともに柔軟な施設管
理に対応できる体制を整備しました。この新体制により、世
界的なナノテクノロジー研究・教育拠点の形成に向けていっ
そう貢献していきます。

次ページ以降に、平成25年度の年度計画のうち、研究計
画を中心に概要を紹介します。詳細は産総研ウェブサイトに
て公表していますのでご覧ください。

産総研の
平成25年度計画

独立行政法人の業務運営については、主務大臣（産総研の
場合は経済産業大臣）から中期目標が指示されます。独立行
政法人は、この中期目標を達成するために中期計画を作成し、
年度開始前に当該年度の年度計画を作成しています。

平成22年度に産総研の第3期中期目標期間（5年間）がスター
トしてから、本年度で4年目を迎えました。第3期において
産総研は、政府が実現を目指す「課題解決型国家」への貢献に
向けて、「21世紀型課題の解決」および「オープンイノベーショ
ンハブ機能の強化」を大きな柱に位置づけ、これまでの成果
をさらに発展させ、基礎段階から製品化に至る研究を一貫し
て行う「本格研究」の実施を通じて、「グリーン・イノベーショ
ンの推進」「ライフ・イノベーションの推進」「先端的技術開
発の推進」「知的基盤の整備」の4つの研究推進戦略に重点的
に取り組んでいます。

平成23年3月に発生した東日本大震災を受け、日本が再び
力強い経済国家として蘇

よみがえ

るには、国際競争力のある産業技術
に裏づけられた産業再創造が不可欠です。この認識の下、産
総研は日本経済新聞社と共同で「日本を元気にする産業技術
会議」を発足させ、産業界、学界の結節点として幅広く英知
を集め、日本経済の再生に向けた技術開発戦略について議論
してきました。平成24年度には、発足1年を機に産業競争力
を高め日本経済の閉

へいそく

塞感を打破するための提言と産総研の行
動計画を発表しました。本年度はこの行動計画に基づき、エ
ネルギー・資源、革新的医療・創薬、IT・サービステクノ
ロジー、先端材料・製造技術の各分野の技術課題を解決する
研究開発や、人材育成、国際標準化についていっそう推進し
ていきます。

また、政府の「東日本大震災からの復興の基本方針」を受け、
再生可能エネルギーに関する世界に開かれた研究開発を推進
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6 つの研究分野の
研究統括・副研究統括・研究企画室長と研究ユニットなど
環境・エネルギー分野

ライフサイエンス分野

情報通信・エレクトロニクス分野

ナノテクノロジー・材料・製造分野

地質分野

計測・計量標準分野

糖鎖医工学研究センター
生命情報工学研究センター
幹細胞工学研究センター
創薬分子プロファイリング研究センター＊

健康工学研究部門
生物プロセス研究部門
バイオメディカル研究部門
ヒューマンライフテクノロジー研究部門

研究センター
重要課題解決に向けた短期集中的研究
展開（最長7年）。研究資源（予算、人、ス
ペース）の優先投入。トップダウン型マ
ネージメント。　

研究部門
一定の継続性をもった研究展開と
シーズ発掘。ボトムアップ型テーマ
提言と長のリーダーシップによる
マネージメント。

研究ラボ
異分野融合の促進、行政ニーズへの
機動的対応。新しい研究センター、
研究部門の立ち上げに向けた研究
推進。（現在、設置されている研究ラボ
はありません。）

ネットワークフォトニクス研究センター
デジタルヒューマン工学研究センター
ナノスピントロニクス研究センター
サービス工学研究センター
フレキシブルエレクトロニクス研究センター

知能システム研究部門
情報技術研究部門
ナノエレクトロニクス研究部門
電子光技術研究部門
セキュアシステム研究部門

ナノチューブ応用研究センター
集積マイクロシステム研究センター

先進製造プロセス研究部門
サステナブルマテリアル研究部門
ナノシステム研究部門

新燃料自動車技術研究センター
メタンハイドレート研究センター
コンパクト化学システム研究センター
先進パワーエレクトロニクス研究センター
太陽光発電工学研究センター
バイオマスリファイナリー研究センター
触媒化学融合研究センター＊

ユビキタスエネルギー研究部門
環境管理技術研究部門
環境化学技術研究部門
エネルギー技術研究部門
安全科学研究部門

活断層・地震研究センター地圏資源環境研究部門
地質情報研究部門

計測標準研究部門
計測フロンティア研究部門

生産計測技術研究センター

計量標準管理センター

地質調査情報センター
地質標本館

＊新設研究ユニット

副研究統括
織田　雅直

副研究統括
矢野　雄策

副研究統括
村山　宣光

副研究統括
中岩　勝

副研究統括
関口　智嗣

研究企画室長    
田村　具博

研究企画室長    
伊藤　順一

研究企画室長    
小畠　時彦

研究企画室長    
吉田　勝

研究企画室長    
古谷　博秀

研究企画室長    
安田　哲二

理事
研究統括
湯元　昇

理事
研究統括

金山　敏彦

理事
研究統括

金山　敏彦

理事
研究統括
矢部　彰

理事
研究統括
佃　栄吉

理事
研究統括

三木　幸信

副研究統括
八瀬　清志

平成25年4月1日現在
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産総研の
平成21年度計画産総研の

平成25年度計画

環境・エネルギー分野

CO2などの温室効果ガスの排出量削減
と、資源・エネルギーの安定供給の確保の
同時実現を目指すグリーン・イノベーショ
ン技術開発が求められています。この中で、
環境・エネルギー分野は、以下の5項目を
重要な研究開発課題として掲げています。

①再生可能エネルギーの導入を拡大す
る技術の開発

②省エネルギーによる低炭素化技術の開発
③資源の確保と有効利用技術の開発
④産業の環境負荷低減技術の開発
⑤グリーン・イノベーションの評価・管理

技術の開発
①では、枯渇の心配がなく、低炭素社

会構築に向けて導入拡大が特に必要とさ
れる再生可能エネルギー（太陽光、風力、
バイオマスなど）を最大限に有効利用す
るための技術開発を行います。太陽光発
電については、普及の基盤となる国際標
準化や信頼性評価技術の開発を進めます。
また、電力の高効率利用を目指し、低損
失で高耐圧なパワー素子・モジュールの
作製技術を開発します。また、バイオマ
ス燃料品質などの標準と適合性評価技術
をアジア諸国で定着させるため、アジア
諸国との研究協力や標準化に向けた共同
作業も推進します。

さらに、経済産業省の東日本大震災復

興関連事業の1つとして、「産総研福島再
生可能エネルギー研究開発拠点」の形成に
向け、再生可能エネルギー技術開発をよ
りいっそう推進していきます。

②では、低炭素社会の実現に向けて直
接的かつ早期の効果が期待されている省
エネルギー技術の開発を行います。運輸
部門での省エネルギーのため、次世代自
動車用の高エネルギー密度蓄電デバイス
や、安全かつ高密度で水素貯蔵できる材
料の設計技術を開発します。また、民生
部門については、負荷平準化を目指すエ
ネルギーマネジメント技術や、定置型燃
料電池・省エネルギー部材などを開発し
ます。

③では、バイオマス資源などの再生可
能資源を原料とする化学品や燃料を製造
するプロセスの構築に向けて、バイオ変
換、化学変換、分離精製などの技術の高
度化を図ります。特に、非食用バイオマ
ス資源として賦存量が最も多い木質系バ
イオマスを分解し、化学品、複合材料、
燃料へと効率よく転換するための基盤技
術の開発を推進するためのバイオマスリ
ファイナリー研究を推進します。また、
化石資源（石炭、メタンハイドレートなど）
や鉱物資源（レアメタル、貴金属など）な
ど、枯渇性資源を高度に生産・利用する

技術や使用量低減技術、リサイクル技術、
代替技術などの開発を行います。

④では、化学品などの製造プロセスか
らの環境負荷物質排出の極小化や、分離
プロセスの省エネルギー化を目指す、グ
リーン・サステイナブルケミストリー技
術の開発を行います。特に、クリーンか
つ省資源・省エネルギーなプロセスによ
る高機能部材製造技術を開発するため、
新たに「触媒化学融合研究センター」を設
置しました。また、さまざまな産業活動
に伴い発生した環境負荷物質の低減と環
境の修復に関する技術の開発を行います。

⑤では、エネルギー関連技術シナリオ
などの評価を行うとともに、CO2排出量
削減のための技術および取り組みの評価
手法の開発を行い、CO2排出量削減ポテ
ンシャルを定量化します。また、産業活
動における安全性を向上させるために、
ナノ材料などの新材料や化学物質のリス
ク評価と管理技術の開発、産業事故防止
のための安全性評価と管理技術の開発を
行います。さらに、環境負荷物質のスク
リーニング、計測技術の開発と物質循環
過程解明を通じた総合的な環境影響評価
技術の開発を行います。

平成25年度は、下に示すような、各種
研究プロジェクトを実施します。

■ エネルギーイノベーションプログラム（経済産業省）
　● 革新型蓄電池先端科学基礎研究事業
   ● セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業
   ● 革新的太陽光発電技術研究開発
   ● ゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクト
　● 省エネルギー革新技術開発事業

■ 環境安心イノベーションプログラム（経済産業省）
　● 省水型・環境調和型水循環プロジェクト
　
■ 未来開拓技術実現プロジェクト（経済産業省）
　● グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発（革新的触媒）

■ 低炭素社会を実現する超軽量・高強度革新的融合材料プロジェ
クト（経済産業省）

　● ナノ材料の安全・安心確保のための国際先導的安全性評価技術の開発 

■ 水素ネットワーク構築導管保安技術調査（経済産業省）

■ 石油精製業保安対策事業（経済産業省）
　● 高圧ガスの危険性評価のための調査研究

■ 最先端研究開発支援プログラム（内閣府）
　● 炭化ケイ素（SiC）革新パワーエレクトロ二クスの研究開発

■ 超低損失パワーデバイス実現のための基盤構築（文部科学省）

産総研が関与する主なプロジェクト（環境・エネルギー分野）	
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ライフサイエンス分野

ライフサイエンス分野では、超高齢
化社会の到来に向けて、健康で安全に
暮らせる健康長寿社会の実現と、環境
負荷を抑えた持続可能な低炭素社会の
実現を目指し、産総研が有する他分野
との融合研究を推進しつつ以下の 3 項
目について重点的に取り組みます。

①健康を守るための先進的、総合的
な医療・創薬支援技術の開発

②健康な生き方を実現するための健
康維持・回復技術の開発 

③バイオプロセス活用による高付加
価値物質の高効率生産技術の開発

①では、国民の健康を守るために、
疾病の予防や早期診断、早期治療、個
の医療の充実、新薬開発の加速などの
課題を解決する技術開発を進めます。
具体的には、再生医療の発展のための
幹細胞基盤技術の開発や、医療機器の
開発基盤整備を行います。また、疾病
の予防や早期診断のために、健康状態
を評価するのに有用な新規バイオマー
カーを探索し、検出する技術を開発し
ます。さらに創薬候補分子の探索に不
可欠な生体分子の機能分析および解析
技術などの開発に加え、情報処理と生
物解析の融合（バイオインフォマティ
クス）や先端計測技術による創薬候補

物質の効率的な探索技術や最適化技術
など、安全性を保ちつつ開発コスト低
減と開発スピードの加速化に資する創
薬支援技術の開発を行います。 

②では、心身ともに健康な社会生活
を実現するために、健康の維持・増進・
回復、高齢者のケア、社会不安による
心の問題の解決などの観点から健康な
生き方に必要な開発課題に取り組みま
す。具体的には、障がい者などの社会
参画をサポートする人工筋肉などを
用いた生活支援技術や、脳波から意図
を読み取りコミュニケーションを支援
する技術などを開発します。また、ス
トレスなどのバイオマーカー候補を同
定し、心身の健康状態を簡便に定量的
にモニターできる技術の開発を行いま
す。 

③では、化学プロセスなどの従来法
に比べ、より低コスト、高い安全性、
低エネルギー消費を実現する高度化さ
れた生産技術を目指して、微生物や植
物などの生物がもつ物質生産能力を活
用したバイオプロセス技術を開発しま
す。具体的には、新規の微生物資源や
有用遺伝子の探索とその機能解明をす
すめ、それらの成果を、実際に機能性
タンパク質や医薬品原料、工業用原料

などの高付加価値物質を生産する技術
へと展開しています。また、遺伝子組
換え植物の作出技術の開発と遺伝子組
換え植物を栽培する密閉型植物工場を
利用した生産システムの実用化にも取
り組みます。

平成 24 年度末でバイオメディシナル
情報研究センターが終了しましたが、
平成 25 年度は「創薬分子プロファイリ
ング研究センター」を新たに発足させ、
先進的・総合的な創薬・医療を実現す
るための基盤技術開発を目指すととも
に、下に示すような各種研究プロジェ
クトを実施します。

■  健康寿命の延伸のための研究開発プロジェクト（経済産業省・
NEDO） 

　● がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト

　● 幹細胞実用化に向けた評価基盤技術開発プロジェクト

　● 後天的ゲノム修飾のメカニズムを活用した創薬基盤技術開発

　● 革新的バイオマテリアル実現のための高機能化ゲノムデザイン技術開発

■ クリーンかつ経済的なエネルギー需給の実現のための研究開発プロ
ジェクト（経済産業省）

   ● 戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業

   ● 密閉型植物工場を活用した遺伝子組換え植物ものづくり実証研究開発

■ 最先端・次世代研究開発支援プログラム（内閣府）
　● RNA 合成酵素の反応制御分子基盤
　●  骨導超音波知覚の解明に基づく最重度難聴者用の新型補聴器の 

開発
　● ナノニードルアレイを用いた革新的細胞分離解析技術の開発
　● 細胞内構造構築 RNA の作用機序と存在意義の解明
　●  遺伝子転写制御機構の改変による環境変動適応型スーパー植物

の開発

■ 厚生労働科学研究費補助金（厚生労働省）
　●  肝疾患病態指標血清マーカーの開発と迅速、簡便かつ安価な測 

定法の実用化

産総研が関与する主なプロジェクト（ライフサイエンス分野）	



6 産総研 TODAY 2013-05

産総研の
平成21年度計画産総研の

平成25年度計画

情報通信・エレクトロニクス分野

情報通信・エレクトロニクス分野では、
ITを活用したグリーン化と安全で質の高
い生活の実現を目指して、以下の3つの
課題について重点的に取り組みます。

①IT機器とネットワークの省エネル
ギー化・低環境負荷化・高付加価値化

②生活安全・健康生活の向上やサービス
産業支援のためのITの高機能化・高
信頼化

③つくばイノベーションアリーナの共用
施設や産総研データバンクなどを活用
したオープンイノベーションの推進

①については、チップ間やボード間の
光通信のための光エレクトロニクス実装
技術を開発し、光電子集積デバイスのモ
ジュール化・システム化を通じたエレク
トロニクス産業の活性化を目指します。
ネットワークレベルでは、高精細映像な
どの巨大コンテンツを低消費電力で伝送
する光パスネットワークの実証実験に向
け、アーキテクチャからデバイスまで連
携して高度化を進めます。IT機器の省エ
ネ化に貢献するデバイス技術として、ノー
マリーオフコンピューティング実現の
キーデバイスであるスピンRAMや産総
研独自の材料技術を活かした相変化RAM

などの不揮発メモリの高性能化と量産技
術開発に注力するとともに、トンネル現
象や新材料を利用したロジックデバイス
をTCADも活用しつつ開発します。大面
積ディスプレイやシート状の圧力センサ
などをさまざまなシーンで活用していく
ために、印刷プロセスを使ったフレキシ
ブルデバイスの開発を国際標準化を視野
に入れつつ進めます。少量多品種生産を
ターゲットとしてハーフインチウエハー
を用いた革新的製造プロセス技術（ミニマ
ルファブ）の開発を推進します。

②については、IT機器や情報資産をさ
まざまな脅威から保護するため、情報セ
キュリティ・セーフティ技術を開発しま
す。特に、インターネットにおける新し
い認証プロトコルの開発や暗号利用法､
電気・ガス・水道などの重要インフラの
制御システムセキュリティ ､ICチップの
情報盗難・偽造対策､システムを安全に
設計する方法などに取り組みます。震災
復興に向けた取り組みとして、福島第一
原発における環境調査のためのロボット
の開発や、仮設住宅におけるエネルギー、
情報、交通、生活を総合的に支援するス
マートライフケアの実証に取り組みま

す。また、身体/行動特性データや生活
データを分析し、子供の安全性に配慮し
た製品設計を支援する技術開発や、交通
や経済・災害対応などの社会現象を大規
模かつ網羅的にシミュレーションし各種
社会システムの設計を支援する開発環境
の構築を進めます。ユーザー貢献を活用
した自動理解技術により、インターネッ
ト上の音声・音楽情報の検索・可視化を
可能にする新たなコンテンツサービスを
創出します。

③については、つくばイノベーション
アリーナ（TIA）の共用施設を利用したナ
ノエレクトロニクスのオープンイノベー
ション推進に貢献します。生活支援ロ
ボットの普及に向けて、機能安全の国際
規格に適合したロボットの安全規格を定
めるための試験・評価技術開発拠点を整
備し、リスクアセスメントや安全設計に
関する技術開発に貢献するとともに、そ
れらの国際標準化に取り組みます。ビッ
グデータの利活用により新サービスを創
出するサービステクノロジーのプラット
フォーム構築の一環として、産総研の研
究情報を公開する産総研データバンクの
拡充を進めます。

■ ロボット・新機械イノベーションプログラム（経済産業省）
　● 生活支援ロボット実用化プロジェクト

■ エネルギー使用合理化技術開発等委託費（経済産業省）
　● 革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ）

■ 未来開拓研究プロジェクト（経済産業省） 
　● 超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発

■ 東北復興再生に資する重要インフラ IT 安全性検証・普及啓発拠点
整備・促進事業（経済産業省） 

　● 制御システムセキュリティ評価手法等研究開発事業

■ IT イノベーションプログラム（NEDO） 
　● ノーマリーオフコンピューティング基盤技術開発

■ ナノテク・部材イノベーションプログラム (NEDO)
　● 次世代プリンテッドエレクトロニクス材料・プロセス基盤技術の開発

■ イノベーションシステム整備事業（文部科学省）
　● 光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点

■ 戦略的創造研究推進事業（CREST）（科学技術振興機構）
　● コンテンツ共生社会のための類似度を可知化する情報環境の実現
　● 超大並列計算機による社会現象シミュレーションの管理・実行フレー

ムワーク
　● 実時間並列ディペンダブルＯＳとその分散ネットワークの研究

■ 戦略的情報通信研究開発推進制度（SCOPE）（総務省）
　● クライアントおよびサーバ双方からの情報漏えいを防止するアクセ

ス制御技術の研究開発

■ 最先端研究開発支援プログラム（内閣府）
　● グリーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発

産総研が関与する主なプロジェクト（情報通信・エレクトロニクス分野）	
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ナノテクノロジー・材料・製造分野

ナノテクノロジー・材料・製造分野で
は、グリーン・イノベーションに貢献す
る革新的な材料や製造技術の開発を目指
して、ナノテクノロジーをフルに活用し
た以下の5つの研究開発を行います。

①省エネルギーによる低炭素化技術の
開発

②資源の有効利用技術および代替技術
③グリーン・イノベーションの核とな

る材料やデバイスの開発
④産業の環境負荷低減技術の開発
⑤東日本大震災に対応した技術の開発
はじめに、生活の質を維持しつつエネ

ルギー利用効率を高めてCO2の排出量を
削減することは、地球温暖化を防止する
ために重要な課題です。①では、自動車
の軽量化を目指したマグネシウム合金に
関する研究、調光ガラス窓材料や調湿材
料などの建築部材の高性能化および省エ
ネルギー性能の向上に関する研究に取り
組みます。

次に、自動車をはじめ多くの家電製品
には、その優れた機能を発現するために
レアメタルが多く利用されています。②
では、タングステンなどのレアメタルの
省使用化のために新しい硬質材料の設計
技術および成形技術、異種材料接合技術
の開発などを推進します。また安定調達

が不安視されるジスプロシウムを使用し
ない新しい高性能焼結磁石、さらに希土
類元素を使わない新磁石を開発し、モー
ター用磁石材料として省エネルギーおよ
びレアメタル代替技術の研究にも取り組
みます。

ところで、革新的な技術はこれまでに
ない機能や特徴をもつ新しい材料やデバ
イスの開発によって進展していきます。
③では、理論・シミュレーション技術と
ナノテクノロジーの実験技術を融合し、
グリーン・イノベーションの核となるソ
フトマテリアルやナノ粒子など、ナノレ
ベルで機能発現する材料や部材の開発に
取り組みます。さらにデバイス材料のナ
ノ構造を最適化することにより、省エネ
ルギー型ランプの光源となる超高効率な
発光ダイオードを開発しています。また、
部材の軽量化や低消費電力デバイスなど
への応用が期待される単層カーボンナノ
チューブを産業に結びつけるために量産
技術とその応用化、および透明導電膜な
どへの応用が期待されるグラフェンの量
産技術の開発を推進します。

さらに、産業の競争力を落とさずに
産業活動による環境負荷の低減を実現す
るには、新しい製造プロセスが必要不可
欠です。④では、多品種変量生産へ対応

できる低環境負荷型あるいは資源生産性
を考慮した製造技術、例えばナノ材料を
超微粒子化、溶液化し、それらを迅速に
直接パターニングするオンデマンド製造
技術、さらに現場の可視化による付加
価値の高い製造技術の開発に取り組みま
す。また、マイクロ電子機械システム

（MEMS）においては、異分野のMEMS 
デバイスを融合・集積化する製造技術や、
超小型の通信機能付き電力エネルギーセ
ンサーチップを試作し、製造現場や小規
模店舗の消費エネルギー削減に資するモ
ニタリングシステム技術の開発を行いま
す。上記の研究の中でも、単層カーボン
ナノチューブやMEMS に関する研究開
発については、つくばイノベーションア
リーナ・ナノテクノロジー拠点の中の重
要な研究領域として、研究を推進してい
きます。

⑤では放射性セシウムを選択的に吸着
できるナノ粒子化したプルシアンブルー
の開発と小型個人向け放射線積算線量計
に関する研究を推進していきます。

平成25年度には下に示したような、各
種研究プロジェクトを実施します。

■ 未来開拓技術実現プロジェクト（経済産業省）
　● 次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開発

■ 低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発
プロジェクト（NEDO）

■ 希少金属代替材料開発プロジェクト（NEDO）

■ グリーンセンサ・ネットワークシステム開発プロジェクト（NEDO）

■ 革新的省エネセラミックス製造技術開発（NEDO）

■ 低炭素化社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト（NEDO）
　● 高耐熱部品統合パワーモジュール化技術開発

産総研が関与する主なプロジェクト（ナノテクノロジー・材料・製造分野）	

■ 戦略的創造研究推進事業（CREST）（科学技術振興機構）　 
　● 自己組織プロセスにより創製された機能性・複合 CNT 素子による柔ら

かいナノ MEMS デバイス
　● 単結晶ナノキューブのボトムアップによる高性能小型デバイス開発
　● 物質や生命の機能を原子レベルで解析する低加速電子顕微鏡の開発

■ 原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ（科学技術振興機構）　 
　● 電気化学的吸着脱離によるコンパクトで再利用可能なセシウム分離回収

システム

■ 最先端研究開発支援プログラム（FIRST） （内閣府）
　● グリーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発
　● マイクロシステム融合研究開発
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産総研の
平成21年度計画産総研の

平成25年度計画

計測・計量標準分野

計測・計量標準分野では、グリーン・イ
ノベーションとライフ・イノベーションの
推進、国内産業の国際競争力の強化、安全
安心社会構築への貢献を目指して、以下の
4項目について重点的に取り組みます。

①国家計量標準の開発と整備
②計量トレーサビリティ体系の高度化・

合理化
③先端計測分析技術の開発
④生産現場計測技術の開発
産総研は、国の重要施策の1つである

国家計量標準整備を、第1期、第2期を
通じて行い、平成12年度末には140種類
であった計量標準を、平成23年度末には
584種類にまで、大幅に増やしました。①
では、第3期に62種類の新規国家計量標
準を整備することを、目標としています。
平成25年度は、17種類以上の新たな標準
の供給を目指すとともに、既存の計量標
準の高度化（供給範囲の拡大や不確かさの
低減）に取り組みます。具体的には、発光
ダイオード（LED）照明の評価など、省エ
ネルギー技術の開発と利用に資する計量
標準を開発します。また、緊急性の高い
医療・食品・環境などの安全・安心に役
立つ計量標準や標準物質を、タイムリー
に開発します。さらに、電磁環境両立性

（EMC）規制などの国際規格、法規制への
対応に必要な電磁波標準など、国際通商

を支援する計量標準の開発にも取り組み
ます。そして、わが国の優位性を発揮す
るため、秒やキログラムの定義を改定す
る革新的な計量標準の開発を、世界に先
駆けて推進します。

②では、計量トレーサビリティ体系の高
度化・合理化のための研究開発を行います。
具体的には、取り扱いやすい高性能標準電
圧発生器の開発などを行います。また国内
外のトレーサビリティ体系の整備に協力し
ます。平成25年度も引き続き、計量研修
センターでの教習などを通じ、計量の専門
家を養成します。また、計量器の国際整合
化に主導的に取り組み、開発途上国の計量
標準機関に対して、技術支援を行います。
さらに、ユーザーとのコミュニケーション
の場である計測クラブや講演会などを通じ
て、ニーズ把握に努めるとともに、計量標
準の啓発活動を推進します。

③では、研究開発の基盤である先端計
測分析技術を開発します。市販計測装置
では対応できない計測へのチャレンジと
して、原子空孔などのナノ欠陥計測を可
能とする陽電子プローブマイクロアナラ
イザーの開発、材料やデバイスの局所構
造解析を可能とする超伝導Ｘ線吸収分光
装置の開発、超音波やＸ線を用いたイン
フラ構造物診断技術の開発などを行いま
す。そして、それらをナノテクノロジー

プラットフォーム事業にて、産総研内外
に共用公開することにより、課題解決方
法を提案します。また、超電導電圧標準
チップ、超電導センサーなどの開発のた
めに、他分野と共同で、クリーンルーム
施設（CRAVITY）を、つくばイノベーショ
ンアリーナ共用施設として公開します。
さらに、研究成果をISO・IEC・JISなど
の国内外規格に反映させることにより、
広く普及させます。

④では、生産現場の計測課題を熟知し
た企業の専門家（マイスター）と連携し、
計量標準や計測技術を、ソリューション
として産業現場に広く提供していきます。
具体的には、半導体製造プロセスにおけ
るウエハー表層のマイクロクラック検出
技術の実用化と実生産ラインへの導入を
行います。また、プラズマプロセスで問
題となる異常放電や突発的なパーティク
ルの発生機構の解明と異常放電検出機能
付きウエハーステージの実用化など、業
界に共通する課題に対して、コンソーシ
アムを形成して取り組みます。さらに、
高温下で使用可能な圧電体薄膜の高感度
化、高効率応力発光体を用いた異常検出
システムの性能向上などの技術開発も推
進します。新たな展開として、バイオ・
農工連携・化学・素材関連産業分野への
ソリューション提供にも取り組みます。

■ 国家計量標準の開発と維持・供給
　● グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備
　● ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備
　● 産業の国際展開を支える計量標準の整備
　● 産業現場計測器の信頼性確保に資する計量標準の開発 

■ 国際計量標準への貢献と計量の教習
　● 次世代の計量標準の開発
　● 計量の研修と計量技術者の育成

■ 先端計測分析技術開発と公開
　● 有機・生体関連ナノ物質の状態計測技術の開発

産総研が関与する主なプロジェクト（計測・計量標準分野）	

　● ナノ材料プロセスにおける構造および機能計測ならびにその統合的な
解析技術の開発   

　● インフラ診断技術の開発
　● 材料評価のための先端計測および分析機器開発
　● 知的基盤としてのデータベースの整備

■ 生産現場における計測課題解決体制の整備と実証
　●  半導体製造工程などにおける製品の欠陥・異常検出、発生防止技術の

開発とソリューション提供
　●  測定困難条件下における広帯域圧力振動計測技術、応力可視化技術の

開発
　●  マイクロ空間化学技術などを用いたオンサイト / オンライン精密分析・

計測・解析技術の開発
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地質分野

地質分野は、産総研の主要なミッショ
ンである「地質の調査」を実施していま
す。「地質の調査」とは、国土およびその
周辺海域、さらには海外の地質に関する
調査研究を行い、地質情報を整備して社
会に提供・普及することです。平成23年
3月11日の東日本大震災は、自然災害に
対する備えや資源・エネルギーの重要さ
を再認識する機会となりました。地質分
野では国民の安全・安心な生活と持続的
発展可能な社会を実現するため、これま
でにも増して、国土およびその周辺地域
での調査・研究を加速し、成果を社会へ
提供します。具体的には以下の５項目を
重要な研究課題として掲げています。

①地質情報の整備と利用拡大
②地質災害の将来予測と評価技術
③地圏の資源と環境の評価技術
④地質情報の提供と普及
⑤国際研究協力の強化と推進
①については、知的基盤整備特別委員

会中間報告書（平成24年8月）に沿ってわ
かりやすく使いやすい地質情報整備を進
めます。具体的には、社会インフラの防
災に役立つ地域の地質図幅を優先的に整
備します。また、建物の被害に直結する
地盤の揺れや液状化の起こりやすさの評
価に必要となる地下地質の情報整備とし
て、地方自治体等が保有するボーリング
データの一元的な整備や地質地盤図を作

成します。
②では、地震の防災対策に必要となる

基礎データを収集するため、トレンチ掘
削調査や、津波堆積物調査を実施します。
これにより、活断層の活動性評価、巨大
地震・津波の発生履歴や津波最大浸水域
が解明できます。また、東南海・南海地
震に備えて関連地域の地質調査を促進す
るとともに、地下水等の総合観測網を整
備し、地震災害の軽減や予測精度の向上
に努めます。そのほか、火山防災に資す
る調査・研究として、火山ガス観測手法
の高度化や、噴火活動評価手法の研究を
進めるとともに、野外調査によって火山
地質図の整備を行い、火山の噴火活動履
歴・噴火メカニズムを解明します。

③では、地熱・地中熱の研究を推進
します。例えば、地熱の研究において
はGISを用いて各種の調査データの重ね
合わせが可能な地熱データベースの整備
を行います。また、冷暖房等への地中熱
の利用促進に向けて地中熱ポテンシャル
マップを整備します。レアアース資源や
メタンハイドレートの賦存量調査、およ
び採掘手法に関する研究を行います。二
酸化炭素地中貯留の安全性評価に必要な
貯留メカニズムの解明など、基盤的技術
開発を推進します。国が行う放射性廃棄
物の地層処分に関する調査結果を検証す
るため、地殻変動や地下水流動評価に関

する技術開発を行います。この他、東日
本大震災による土壌・地下水汚染の実態
を把握するため、東北地方においてボー
リング等の各種調査を実施します。

④では、地質図などの産総研地質関
連データを国際標準形式で電子配信し、
ユーザーにとって、より利便性のある形
とします。さらに、地質情報と衛星画像
情報の統合化を図ります。外部での展示
会や地質標本館を活用して地質情報の普
及を図るとともに、地質相談にも積極的
に応えます。地質情報のトレーサビリ
ティを確保するため、地質試料の整理と
管理を行い、利用者にむけたサービスを
向上します。

⑤では、統合国際深海掘削計画（IODP）
などの地質に関する国際組織、国際研究
計画における研究協力を積極的に推進し
ます。特に仙台で開催予定の東・東南ア
ジア地球科学計画調整委員会（CCOP）平
成25年日本総会には、地質分野が準備委
員会として活動します。そしてアジア太
平洋地域の大規模地震・火山噴火リスク
マネジメントに向けた活動（G-EVER）を
行います。

平成25年度は、下に示すような重要課
題に取り組み、各種研究プロジェクトを
実施します。

■ 知的基盤整備（国土および周辺域の地質基盤情報整備・利用の拡大・
促進）

　● 陸域・海域の地質調査および地球科学基本図の高精度化
　● 都市域および沿岸域の地質調査研究と地質・環境情報の整備
　● 衛星画像と地質情報の統合化と利用拡大

■ 地圏の環境と資源に係る評価技術の開発
　● 土壌汚染、二酸化炭素地中貯留、地層処分にかかわる評価技術の開発
　● 鉱物、燃料、地下水および地熱資源のポテンシャル評価
　● 放射性廃棄物地層処分の安全規制の支援

産総研が関与する主なプロジェクト（地質分野）	

■ 地質災害の将来予測と評価技術の開発
　● 活断層調査・地震観測などによる地震予測の高精度化
　● 火山噴火推移予測の高精度化

■ 地質情報の提供、普及

■ 緊急地質調査研究

■ 国際研究協力の強化、推進
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田澤 真人（たざわ まさと）

サステナブルマテリアル研究部門
副研究部門長（中部センター）

1984 年に旧名古屋工業技術試験所に入所。当時のサン
シャイン計画の枠内で太陽エネルギー利用のための材料
の研究に従事。旧通産省出向、企画官補、産総研イノベー
ション推進室勤務などを経て、現在サステナブルマテリ
アル研究部門副研究部門長。大学時代よりさまざまな波
長の光に対する材料の特性と利用に関する研究を行って
きました。

快適建築空間に向けた本格研究

省エネで快適に過ごすための材料の研究

新しい省エネ建材の必要性
近年の二酸化炭素排出量削減への要

請や2011年の東日本大震災を起因とす
る電力の供給不足への危惧から、社会
全般でエネルギー消費量の削減が求め
られています。また、産業部門、運輸
部門、民生部門といった部門別の二酸
化炭素排出量やエネルギー消費量の推
移（図1）を見ますと、産業部門では
1990年よりも減少、運輸部門では若干
の増大となっているのに対し、家庭や
オフィスといった民生部門ではいまだ
増加傾向にあることもよく知られてい
る通りです。また、民生部門は2010年
度に、二酸化炭素排出量が約33 ％、最
終消費エネルギー量が約28 ％を占めて
おり、このことからも民生部門への対
策は効果的です。

民生部門でも、特に家庭でのエネル
ギー消費削減への対策として、建築物
の断熱性をあげて冷房や暖房の効率を
高くする対策が推進されています。今
後断熱性の低い建築物が置き換えられ、
あるいは高断熱化改修が行われていく
ことで次第に、一年間の冷暖房に必要
なエネルギー消費量の減少効果が表れ
てくると思われます。

さらに、夏季のピーク消費電力量に
ついて考えると、生産活動が主に行わ
れる日中の時間帯が最も冷房が必要と
なる時間帯でもあることから、削減対

策が困難とされています。太陽光発電
などの創エネルギーによる対策も取ら
れつつありますが、それだけでは十分
でなく、いわゆるピークカット対策も
求められています。ピークカットは産
業部門や運輸部門でも容易ではありま
せんが、民生部門では電力消費ピーク
を形成するのが冷房負荷であるため、
さらに困難になっています。

民生部門の年間冷暖房負荷は24 ％程
度で、冷房負荷はさらに小さいですが、
ピークカットの点で日射エネルギーの
遮断による冷房負荷の削減は重要です。
しかし、夏季の冷房対策のため日射エ
ネルギーの遮断が行き過ぎると冬季の
暖房負荷が増大してしまい、年間冷暖
房負荷については削減効果が期待でき

ません。
そこで、私たちの研究ユニットでは

新しい省エネ建材として、環境や状況
を望ましい方向に変化させる建材の必
要性を感じ、そういった建材を環境ハー
モニック建材と称し、これを実現する
ための研究活動を行っています。環境
ハーモニック建材によってさらに年間
冷暖房負荷を減らし、同時に夏季のピー
ク消費電力量も減少させることを目指
しています。

省エネ建材の実現を目指した
材料の研究と死の谷

環境ハーモニック建材を実現するた
めに、私たちの研究ユニットでは材料
やプロセスの研究を行っています（図
2）。その一例に調光ガラスがあります。
調光ガラスとは温度などの環境によっ
て日射の透過特性が変化するガラスで
す。実際にはガラスの上に薄膜を作製
し、その薄膜の特性を変化させます。
これによって例えば、夏は日射を遮断
し、冬は日射を積極的に取り入れる窓
ガラスができます。研究内容としては、
薄膜を構成する材料の研究や構造の制
御によって特性を向上させるといった
基礎的なことから、実際の建物に試験

図 1　二酸化炭素排出量（左）と最終消費エネルギー量（右）の推移
産業部門、運輸部門では減少あるいは横ばいであるのに対し、民生部門では両者ともに増大傾向にある。
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的に設置できる部材の試作から産総研
の敷地内に建設した建物（環境調和型
建材実験棟）を利用した省エネ性の評
価までを行っています。

せっかく省エネ効果を発揮する建材
を開発したとしても、それによって快
適性が低下してしまっては利用者に受
け入れられません。そこで、環境ハー
モニック建材を社会に出すために越え
なければならない死の谷としては、省
エネ性と快適性の両立を実現すること
と、それを何らかの形で証明すること
になります。そのため、環境調和型建
材実験棟での実証実験は、有効な手段
になると期待しています。

省エネ効果と快適性について
省エネ効果の実証については、シ

ミュレーションの手法がほぼ整ってお
り、実際に建築物に設置され、実環境
で省エネ性能の検証が行われていま
す。

しかし、快適性の実証は、なかなか
困難です。温熱などの環境を作り出す
のは材料ばかりでなく、建築デザイン
や設備などが大きく寄与するからで
す。さらに居住者の状態によっても大

きく変わります。このため快適性を議
論するには材料の研究者だけでは不十
分であり、外部の建築系の研究者や産
総研の人間工学系の研究者の協力を得
て、環境ハーモニック建築部材研究会
を設置し、活動しています。

この研究会の活動では、建築物の調
査、新材料を建築物に適用した場合の
効果などを調べ、意見交換などを行っ
ています。これまでにも材料の研究を
進める上で、その方針を定めるために
大きく役立ってきました。　　　

今後もさらに、他分野との連携を深
め、環境ハーモニック建材の実現のた
めに活動を行っていきたいと考えてい
ます。

参考文献
[1]日本エネルギー経済研究所計量分
析ユニット編：エネルギー・経済統計
要覧2012

未知現象を観察、実験、
理論計算により分析し
て、普遍的な法則や定
理を構築するための研
究をいう。

複数の領域の知識を
統合して社会的価値を
実現する研究をいう。ま
た、その一般性のある
方法論を導き出す研究
も含む。

第1種基礎研究、第2種
基礎研究および実際の
経験から得た成果と知
識を利用し、新しい技
術の社会での利用を具
体化するための研究。

 
 

 
 

 
 

 
 

 

材料・部材の開発

廃セラミックスのリサイクル技術

ガラス形状、フィルム形状、
耐久性の付与

多孔質物質の開発

加工性、耐火性、耐環境性の付与

性能評価

調湿内壁
快適温度範囲の拡大

調光窓ガラス
開口部での太陽光・熱の制御

保水性タイル・ブロック
ヒートアイランドの緩和

木製サッシ
耐熱性、意匠性、デザイン性

環境調和型
建材実験棟

H2OH2O

図 2　産総研サステナブルマテリアル研究部門で行われている環境ハーモニック建材研究
内壁材、外壁材、窓ガラス、窓用サッシ部材などに利用される材料の研究を行っている。
環境調和型建材実験棟では、研究中の材料の効果を実環境で評価している。
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永井大資（ながい だいすけ） 産総研特別研究員（右）

2012 年入所。熱電式ガスセンサ、燃焼式触媒、低濃度
水素検知器の研究開発に従事しています。熱電式水素セ
ンサデバイスの開発を担当しています。

呼気分析とガスセンサ
これまでは血液検査やエックス線撮

影などのように人体に何らかの影響を
及ぼす検査が行われてきましたが、呼
気による人間の健康モニタリングや診
断は、日常的に吐き出す呼気を検査す
るため人体に非侵襲という利点があり
ます。

人間の呼気の主成分は、大気中に最
も多く含まれる窒素、代謝によって
生成する二酸化炭素、消費されずに
残った酸素、水蒸気ですが、そのほか
に、水素、メタンなどの可燃性ガス、
揮発性有機化合物（Volatile Organic 
Compounds：VOC）のようなにおい
物質など、100種類以上のガスが含ま
れています。これらの成分は燃焼性の
ガスのため、熱電式ガスセンサや半導
体式ガスセンサによって、センサ素子
上の燃焼触媒や半導体材料の表層でガ
スが酸化した際に生じる熱量または電
気抵抗変化を計測することで、ガス濃
度を知ることができます。以下に、私
たちが取り組んでいる呼気分析用セン
サデバイス開発について紹介します。

呼気分析用センサデバイスに必要な要素
人の呼気には数～数百ppmの水素

が存在します。食事に含まれる炭水化
物の多くは、糖類分解酵素によって分
解され小腸で吸収されますが、小腸で

消化しきれない炭水化物が大腸へ達す
ると腸内細菌によって発酵されて水素
などの成分になり、腸粘膜から血中に
溶け込みます。呼気中の水素濃度の測
定により、消化吸収機能や腸内細菌増
殖の診断が可能です。呼気中の水素濃
度測定を集団健康診断や日常診療用と
して応用するには、ppmレベルの検
知が可能なだけでなく計測時間を短く
することが必要です。これまでのセン
サ技術では、ppmレベルの水素を選
択的に計測するのは困難です。そのた
め、医療機関で使われているシステ

ムは、ガスクロマトグラフィー（GC）
などのガス分離機構とガス検知器を組
み合わせています。

疾患が発生することで呼気に含まれ
るVOC、すなわち、疾患マーカーを
検知することができれば新しい診断方
法となります。定期健康診断の胸部レ
ントゲン撮影では、肺がんが発見され
た時点で病状がかなり進行した状態と
言われています。肺がんの場合は肺の
病巣からの疾患マーカーが直接呼気に
含まれることが見込まれることから、
呼気計測は早期発見が可能な診断方法
になることが期待できます。そのため
には、さまざまなVOCを含む呼気か
ら数ppbの疾患マーカーを選択的に検
出する技術が必要です。VOCセンサ
は、シックハウス対策として酸化スズ
に貴金属微粒子を添加したセンサが開
発されていますが、感度は数十ppbレ
ベルのため、呼気計測に向けてさらに
向上させる必要があります。また、肺
がんのマーカーは報告例があるものの
諸説あり、センサのターゲットガスを

ガスセンサによる健康管理のための本格研究

呼気分析用のセンサデバイス開発

図 1　熱電式水素センサ素子（左上）を用いて開発した呼気水素濃度計測器の
プロトタイプ

先進製造プロセス研究部門
電子セラミックプロセス研究グループ（中部センター）

伊藤敏雄（いとう としお） 研究員（左）

2005 年入所。金属酸化物半導体材料、層状有機無機ハ
イブリッド材料を用いた低濃度 VOC ガスセンサの研究
開発に従事しています。肺がんマーカーの検知に向けた
VOC センサ開発を担当しています。

申ウソク（しん うそく） 研究グループ長（中央）

1992 年 KAIST 材料工学卒業、1998 年入所。専門分
野は熱電物性計測技術および熱電デバイスの開発。呼気
計測機器開発テーマ（2010 ～ 2015 年度）のリーダー。
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本格研究ワークショップより

図 2　開発した呼気分析用 VOC センサデバイスのプロトタイプとその原理

明確にしなければなりません。肺がん
のマーカーを選択的に検知できる技術
も必要です。

開発したセンサデバイス
私たちは、触媒のガス燃焼熱を電圧

に変換して出力する熱電式ガスセンサ
を開発しています。この熱電式ガスセ
ンサは、触媒に用いる貴金属添加物と
触媒の動作温度を最適化することがで
きます。これにより、熱電式水素セン
サは、水素だけに応答しほかの可燃性
ガスには全く応答しないガス選択性を
有しています。ガス燃焼触媒を用いた
一般的な抵抗型センサと比較して熱電
式センサは局所的な熱を電気信号に変
換するので感度に優れており、呼気計
測に必要なppmレベルの感度を実現
しています。

熱 電 式 水 素 セ ン サ を 用 い て、 数
ppm ～ 200 ppmの範囲の呼気中の水
素濃度をGCのようなガス分離部を用
いないで選択的に計測するプロトタイ
プの呼気水素濃度計測器を試作しまし
た（図1）。とてもシンプルな装置構
成であり、既存の高価な計測機器と比
べ、低コストと小型化を実現しました。
特に、ガス分離する時間が不要なこと
から、1検体当たりおよそ1分での計
測が可能で、自動校正、自動吸引・計
測などの機能を設けて、現場の医療従
事者が簡単に操作できるようにしまし
た。医療現場において呼気水素濃度を
簡単な操作で迅速に計測できることか
ら、集団呼気検診などの臨床応用を検
討中です。

また、私たちは、肺がんマーカーの
検知に向けたVOCセンサデバイスの
プロトタイプを開発しました（図２）。
このプロトタイプでは、肺がんマー
カーの可能性が指摘されているノナ
ナールに絞り、このガスの検知に向け
た技術開発を行いました。多種多様な
VOCからノナナールを分離検知する
ためにGCによるガス分離機構を用い

ましたが、ノナナールの分離検知に特
化させることで、1検体当たりおよそ
10分での計測を可能にしました。セ
ンサ素子の感度を向上させるために、
金属酸化物半導体センサ材料の分散
ペーストの開発とともに、センサ膜厚
とセンサ応答の関連を明らかにするこ
とに加え、吸着剤によってガスバッグ
に採取した呼気中VOC成分を濃縮す
ることで、数ppbのノナナール検知を
達成しました。

今後の展望
この研究開発は、愛知県知の拠点プ

ロジェクト「超早期診断技術開発プロ
ジェクト」における医工連携によって
実施しており、参画機関との共同開発
で推進しています。現在、水素センサ
デバイスを用いた医工連携による臨床
研究を進めています。さらに、熱電式
センサでは、喫煙などに関連がある一
酸化炭素、水素と同様に腸内の状態と

の関連が指摘されているメタンの検知
に向け、一酸化炭素用燃焼触媒および
メタン用燃焼触媒の材料集積化技術を
開発し、水素・一酸化炭素・メタンを
同時に計測するセンサ素子とそのデバ
イスの開発を目指しています。VOC
センサデバイスについては、センサ素
子を含むデバイスの開発だけでなく、
肺がんマーカーを明確にするため、肺
がんの患者からご協力を得て呼気を提
供していただき、ガスクロマトグラ
フィー質量分析による精密分析を実施
しています。この結果に基づいて、そ
のほかの肺がんマーカーも検知できる
ようなセンサシステムの改良が必要不
可欠と考えています。

呼気をモニターするガスセンサデ
バイスを集団健康診断や日常の健康
管理のために提供し、多くの方々の
健康管理に貢献できることを願って
やみません。

 

 

GC

呼気
サンプリング 濃縮 ガス分離 検知器

ガスバッグ 吸着材 GCカラム 半導体式
ガスセンサ
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写真　3.8×3.4 cm

徐 強　Xu Qiang
じょ きょう

ユビキタスエネルギー研究部門
ナノ機能合成グループ
上級主任研究員

（関西センター）

多孔体やナノ粒子等材料のナ
ノ構造制御・新機能創出およ
びエネルギー貯蔵・変換への
応用研究を行っています。産
業応用やエネルギー・環境問
題の解決につながる新規材料
の実現を目指しています。

とから、触媒活性を上げることができないなど
の問題が生じていました。

今回、親水性溶媒と疎水性溶媒を併用する新
しい「二溶媒法」を用いて、外表面に凝集するこ
となく、多孔性配位高分子のナノ細孔内へ金属
ナノ粒子を固定化することに成功しました（図
2）。この手法により多孔性配位高分子に固定化
した白金ナノ粒子触媒を用いて、水素貯蔵材料
であるアンモニアボラン＊の加水分解・水素発
生反応を行ったところ、これまで最も活性の高
かった白金触媒よりも、水素発生速度が2倍向
上しました。また、アンモニアボランの熱分解・
水素発生反応を行ったところ、燃料電池電極触
媒の活性を低下させるアンモニアなどの揮発性
副生成物が観測されず、かつより低温で水素を
生成できることがわかりました。さらにこの触
媒は、反応後も白金ナノ粒子が多孔性配位高分
子の細孔内に保持され、安定な触媒活性を維持
し、高い耐久性を示しました。

今後の予定
今後、「二溶媒法」を用いて、多孔性配位高分

子に固定化した金属ナノ粒子触媒の開発を進め
るとともに、環境やエネルギー技術に応用可能
な材料に展開していきたいと考えています。

多孔性配位高分子に金属ナノ粒子触媒を固定化
水素エネルギー社会実現に寄与する新しい技術

水素化物への期待と課題
水素エネルギー社会の実現には、水素の貯蔵・

運搬という解決しなければならない大きな課題
があります。化学的水素貯蔵は、化学結合によっ
て水素化物という安定な形で高密度の水素を安
全に貯蔵できるため、大規模な水素輸送や小型
の移動型デバイスへの水素供給の有望な方法の
一つとして期待されています。水素化物から水
素を取り出すためには触媒が必要ですが、現状
では触媒の活性と耐久性が不十分であり、水素
化物からの水素発生反応の効率を大幅に改善で
きる高性能触媒の開発が望まれています。

二溶媒法を用いた固定化
私たちは今回、超微細な金属ナノ粒子の触媒

を多孔性配位高分子の外表面に凝集することな
く細孔内に均一に固定化することで、触媒の活
性・耐久性を大幅に向上させることに成功しま
した。多孔性配位高分子は、金属イオンと有機
配位子が無限に連結され、ジャングルジムに類
似した構造（図1左）をもつ新しい固体材料です。
これまでも多孔性配位高分子へ金属ナノ粒子を
固定化するために、さまざまな方法が試みられ
てきましたが、触媒になる金属粒子が配位高分
子の外表面に凝集して大きくなり、触媒反応に
活性を示す有効な金属の表面積が小さくなるこ

関連情報：
● 共同研究者

A. Aijaz、塩山 洋（産総研）、A. 
Karkamkar、Y. J. Choi、E. 
Ronnebro、T. Autrey（米国
PNNL）、津森 展子（富山高専）

●参考文献 

A. Aijaz et al.: J. Am. Chem. 
Soc., 134, 13926 (2012).

● 用語説明

＊アンモニアボラン：化学
式 が NH3BH3 で 表 さ れ る
無機化合物。無色の固体で、
常温常圧で安定である。

● 主な研究成果

2012 年 11 月 27 日「多
孔性配位高分子に金属ナノ
粒子触媒を固定化」

●この研究開発は、経済産
業省「日米エネルギー環境
技 術 研 究・ 標 準 化 協 力 事
業（日米クリーン・エネル
ギー技術協力）」による支援
を受け、米国パシフィック
ノースウェスト国立研究所
(PNNL) の協力を得て行っ
ています。

図 1　多孔性配位高分子とその細孔内へ固定化された金属ナノ粒子触媒の模式図

図 2　多孔性配位高分子に固定化された白金ナノ粒子
触媒の透過型電子顕微鏡による観察結果
白金ナノ粒子は黒い点として観測され、多孔性配位高
分子は黒い点を保持する灰色の背景として観測される。

多孔性配位高分子 アンモニアボラン
（NH3BH3）

水素
(H2)

加水
二溶媒法

ナノ細孔 金属ナノ粒子触媒

加熱

H2

・多量の疎水性溶媒（分散用）
・細孔容積よりも少ない量の
前駆体金属塩水溶液

黒い点が白金ナノ粒子

10 nm
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Research  Hotline

竹内 大輔
たけうち だいすけ

エネルギー技術研究部門
電力エネルギー基盤グループ
上級主任研究員

（つくばセンター）

ダイヤモンド半導体がもつ、
負の電子親和力など他の半導
体材料にはない新しい物性を
解明するとともに、ダイヤモ
ンド半導体特有の物性を応用
した新しい電子デバイス、特
に真空パワースイッチなど革
新的なパワーデバイスの創出
を目指しています。

に電子が飛び出す「負の電子親和力」をもつ面と
なることを実証しました。

同時に共同研究者の小泉らは、水素で覆った
pn接合形のダイヤモンドダイオードを作製し、
負の電子親和力を反映して、ダイオードをオン
にすると電子放出が起こる現象を発見しまし
た。そこで私たちは、室温で電流を増やすため
に、リンを高濃度に添加したn＋層と、不純物
の混入を極力低くした真性形のi層を入れたpin
接合形のダイオードを開発し、真空パワース
イッチとしての検証を図のような回路を用いて
行いました。ダイオードがオフであれば、真空
は絶縁体として働き、真空パワースイッチはオ
フ状態となって、陽極電圧は10 kVで全く電流
は流れません。一方、ダイオードに電圧をかけ
てオンにすると、真空に電子放出電流が流れて
スイッチがオン状態になり、負荷抵抗にほぼ10 
kVがかかる状態が確認できました。結果とし
て、効率70 %以上の真空パワースイッチとし
ての動作を世界で初めて確認できました。

今後の予定
今後は、さらに真空パワースイッチの特性を

向上させて絶縁耐圧性や電力伝達可能性などに
おける優位性を確認し、従来の10分の1以下の
サイズの超高耐圧高効率小型パワースイッチの
具体的な実用化へつなげていきます。

真空を利用したパワースイッチ
ダイヤモンド半導体を使うことにより世界で初めて成功

真空パワースイッチへの期待
洋上風力エネルギーなど再生可能エネルギー

や電力融通可能なスマートグリッド＊構想を基
幹電力系統に導入するには、超高電圧直流電力
を自在に扱えるパワースイッチが必要です。し
かし、これまで開発されてきたシリコンなどを
用いたパワースイッチは、高電圧に耐えられる
ようにすると電力変換装置が巨大になってしま
うという問題がありました。そのため、固体で
ある半導体よりもさらに絶縁耐圧に優れる真空
を利用した革新的な超高耐圧高効率小型パワー
スイッチの開発が期待されています。

ダイヤモンドを素材とした電子放出源
真空をパワースイッチに利用するには、真空

中に高効率かつ低電圧で大電流を流すための理
想的な電子放出源を実現する材料が必要です。
これまでの真空管の電子放出源であるフィラメ
ントは、大電流を素早くオン・オフすると切れ
てしまい、信頼性、効率、応答性の面から、真
空パワースイッチに使用することはできませ
ん。私たちはこの問題を解決するために、真空
への電子放出源の材料にダイヤモンド半導体を
採用しました。

まず、光を照射して出てくる電子放出の基礎
実験から、ダイヤモンドの表面を水素原子で覆
うと、外の真空よりもダイヤモンド中の自由電
子のエネルギー位置が高くなり、真空中に自由

関連情報：
● 共同研究者

小泉 聡（物質・材料研究機
構）、八井 崇（東京大学）、
牧野 俊晴、加藤 宙光、小倉 
政彦、大串 秀世、大橋 弘通、
山崎 聡（産総研）

● 参考文献

D. Takeuchi et al.: IEDM., 
7-6 (2012).

● 用語説明

＊スマートグリッド：効率
的なエネルギー利用のため
に情報・通信技術（IT）と
ともに、パワースイッチや
蓄電技術を駆使して構成さ
れる新しい電力網のこと。

● プレス発表

2012 年 12 月 10 日「真
空を利用したパワースイッ
チを開発」

●この研究開発の一部は、
JST 戦略的創造研究推進事
業 先端的低炭素化技術開発

（ALCA）、および JST 戦略
的創造研究推進事業 チーム
型 研 究（CREST） の 支 援
を受けて行っています。

真空パワースイッチの電子放出特性（a）と動作の様子（b）

写真　3.8×3.4 cm
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写真　3.8×3.4 cm

池田 美穂
いけだ みほ

生物プロセス研究部門
植物機能制御研究グループ
産学官制度来所者

（つくばセンター）

高木 優
たかぎ まさる

所属は同上
招聘研究員

（つくばセンター）

植物遺伝子の研究を通じて、草
丈の高さ・枝葉の数などの形を
制御するシステムや、高温応答
などの環境応答システム、植物
細胞の分化制御システムなど、
多様な植物特有のシステムの解
明を行っています。植物は食品・
工業材料としてだけではなく、
その環境修復力やヒーリング効
果で、私たちの生活を広く支え
ています。植物の研究から得た
基礎的知識を、さまざまな応用
につなげることで、社会に貢献
することを目指しています。

結合し、AtIBH1の働きを邪魔して、ACEの働
きが阻害されることを防ぎ、結果的に細胞の伸
長を促進していました。このACE、AtIBH1、
PRE1による拮抗阻害機構を三重拮抗制御（Tri-
antagonistic bHLH system）と命名しました。

下の図は拮抗阻害機構のイメージです。これ
と類似した2因子間の拮抗阻害機構はすでにヒト
において報告されていますが、3因子による拮
抗阻害機構は、これまで動植物において報告例
がなく、新しい制御機構といえます。今回発見
した3種類の転写制御因子のうち、PRE1は茎の
先端や若い葉、若い実など、これから成長する
若い組織に多く存在する一方で、AtIBH1は堅く
なった茎の下の方や、年老いた葉、大きくなっ
た実など、成長を終えた古い組織に多く存在し
ていました。このことから、PRE1、AtIBH1、
ACEの3因子による拮抗阻害機構は、植物の生
長段階ごとにさまざまな細胞の伸びを調節して
いる可能性があります。

今後の予定
今後はPRE1、AtIBH1、ACEの働きを部分

的に増強したり、阻害したりすることで植物の
背丈や葉、花、実のサイズなどを改変する技術
の開発を試み、実際の作物育種に応用していき
ます。

植物の背丈や葉、実のサイズを決める機構
3つのタンパク質のバランスが植物細胞の伸びを調節

細胞の長さを決める要因
近年、植物由来の医薬品や材料が注目を集め

ており、その用途も広がりつつあります。用途
に合わせて植物の姿形を改変することは、生産
の効率化につながります。植物の細胞の長さは、
樹高・草丈、葉・実の大きさなどに直接影響を
及ぼすことから、以前から育種の重要なポイン
トとして研究されてきました。しかし、細胞の
長さを決める環境要因には、日あたり、温度、水、
栄養素の比率などさまざまなものがあり、どの
ようにして植物がこれらの環境条件を総合的に
判断して最終的に細胞の長さを決定しているか
は、これまで解明されていませんでした。

3種類の転写制御因子を発見
私たちは今回、モデル植物であるシロイヌナ

ズナから、細胞を伸ばす働きをもつ2種類の転写
制御因子（PRE1、ACE）と、細胞の伸びを抑制す
る1種類の転写制御因子（AtIBH1）の3種類のタン
パク質を同定しました。これら計3種類の転写制
御因子はいずれも、細胞の数には顕著な変化を
与えず、細胞の伸長のみを制御する因子でした。
このうち、ACEは直接、細胞を伸ばす酵素遺伝
子の働きを活性化して細胞の伸びを引き起こす
機能をもっていました。一方、AtIBH1はACE
に結合して、その働きを阻害することで、細胞
の伸長を抑制していました。PRE1はAtIBH1に

関連情報：
● 参考文献

M. Ikeda et al.: Plant Cell, 
24, 4483–4497 (2012). 

● 用語説明

＊転写制御因子： DNA から
RNA への転写過程の第一段
階を担うタンパク質因子

● プレス発表

2012 年 11 月 19 日「植
物の背丈や葉、実のサイズ
を決める機構を解明」

●この研究開発の一部は、
日本学術振興会の支援を受
けています。 ３つの転写因子が拮抗して植物の細胞伸長を制御する「三重拮抗制御」

 

 

若い組織（細胞が伸びている／PRE1が多い） 老化した組織（細胞が伸びない／AtlBH1が多い）

AtlBH1は PRE1と結合
すると働けない

ACEはAtlBH1と結合
すると働けない

ACEがフリーになる

ACEは 2量体をつく
り、DNA結合する

遺伝子発現の活性化

遺伝子

植物細胞が伸長
50 µm

50 µm

AtlBH1AtlBH1 AtlBH1

AtlBH1

PRE1 PRE1 PRE1

ACE

ACE ACE

ACE ACE
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Research  Hotline

植物の背丈や葉、実のサイズを決める機構

写真　3.8×3.4 cm

牧田 孝嗣
まきた こうじ

サービス工学研究センター
行動観測・提示技術研究チーム
産総研特別研究員

（つくばセンター）

拡 張 現 実 感（Augmented 
Reality：AR）に関する研究
を行っています。メンテナン
スサポートシステムを始め、
広域で利便性の高い AR シス
テムの実現を目指し、3 次元
モデルをベースとしたカメラ
トラッキング手法の研究を進
めています。また、カメラト
ラッキング結果の評価（ベン
チマーク）に関する研究・標
準化活動も並行して進めてい
ます。

ベースのトラッキングシステムを実現しました。
図1に、トラッキングシステムのフレームワー

クを示します。このフレームワークでは、トラッ
キングは遠隔にあるサーバー内で行われるため、
モデルのデータをモバイル端末に入れておく必
要はありません。また、モバイル端末の性能が
比較的低くとも動作が可能です。データの流れ
は、まずはじめに、モバイル端末でカメラ画像
を取得し、サーバーに画像を送信します。サー
バーでは、受信したカメラ画像とモデルデータ
を比較してトラッキングを行い、推定したカメ
ラ位置姿勢の情報をモバイル端末に送信します。
最後に、モバイル端末では、受信したカメラ位
置姿勢の情報を用いてAR画像が表示されます。

システムの実験例として、図2に、ポスターを
注釈の対象とした実験の様子を示します。この
システムでは、タブレット端末越しにポスター
を見ると、ポスターに掲載されたコンテンツの
注釈（ラベル）が表示されます。また、ラベルを
指でタッチすることで、そのコンテンツの詳細
情報が提示されます。

今後の予定
今後、実際のメンテナンスサポートシステム

を構築し、作業者による実験を実施予定です。
それに向けて現在、実際の機械を対象としたト
ラッキングの実験を進めています。また、ユー
ザーへのストレスを軽減するために、トラッキ
ングの高速化を進めています。

モバイルカメラの屋内広域トラッキング
拡張現実によるメンテナンスサポートの実現に向けて

ARシステムの課題
モ バ イ ル 端 末 の 普 及 に 伴 い、 拡 張 現 実

（Augmented Reality：以下AR）を用いたアプ
リケーションが登場し始めています。ARは、
コンピュータグラフィクスで作成された仮想物
体や注釈を現実環境に重ねて表示する技術であ
り、直観的にわかりやすい情報提示ができると
いう特徴をもっています。そこで私たちは、屋
内広域環境において機械などのメンテナンス作
業をサポートするARシステムの実現を目指し
ています。ARを利用するには、使用する端末
の位置姿勢を実時間で推定する（トラッキング
をする）必要があります。しかし、広域を動き
回るような作業者を対象としたトラッキング
は、現状の研究レベルでは容易ではありません。

広域で利用可能なトラッキングシステム
そこで私たちは、作業環境の仮想化現実モデ

ル（写真を用いて作成した色つきの3次元モデル）
をあらかじめ作成しておき、モデルをある視点
から見たときの仮想画像とモバイル端末で撮影
したカメラの実画像の比較により、端末の位置
姿勢を実時間で推定する技術を開発しました。
環境のモデリング作業に時間がかかることから、
大規模な環境モデルを用意して広域のトラッキ
ングを実現することは困難と考えられていまし
た。私たちは、従来より研究に取り組んできた3
次元モデリング技術を応用し、トラッキングに
必要な情報を保持しつつ広域環境を効率的にモ
デリングすることで、広域で利用できるモデル

関連情報：
● 共同研究者

大隈 隆史、石川 智也、興
梠 正克、蔵田 武志（産総
研 ）、Thomas Vincent、
L a u r e n c e  N i g a y

（Un ive rs i té  Joseph 
Fourier）

●以下のサイトにて、拡張
現実のためのカメラトラッ
キングに関するベンチマー
クの標準化活動を進めてい
ます。

http://trakmark.net

●この研究は、JST 戦略的
国際科学技術協力推進事業

（研究交流型）「日本‐フラ
ンス（ANR）研究交流」と
して実施されました。

図 1　モデルと画像の比較によるカメラトラッキング
システムの概要

図 2　ポスターを注釈の対象とした実験の様子

サーバー

モバイル端末

ユーザー

①カメラ画像
の送信

カメラ画像

仮想化現実モデル
②仮想化現実モデルを用いた

カメラトラッキング

③カメラ位置姿勢
の送信

Client-side Server-side

③ラベルにタッチすると・・・

④動画など、コンテンツの詳細情報が
提示される

①タブレット端末で
ポスターを見ると・・・

②ポスターのコンテンツ上に
ラベルが表示される
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高精細な赤外線カラー暗視撮影技術
暗闇にある物体を鮮明なハイビジョンカラー動画で撮影

永宗 靖
ながむね やすし（左）

ナノシステム研究部門
ナノ光電子応用研究グループ
主任研究員

（つくばセンター）

社会の安全に寄与する機器やシ
ステムの開発を目指して高感度
イメージセンシング技術に関す
る研究開発を行っています。こ
の技術は新分野の開拓にもつな
がると考えています。

時崎 高志
ときざき たかし（中央）

ナノシステム研究部門
ナノ光電子応用研究グループ
研究グループ長

（つくばセンター）

光学的に詳細が見にくいナノ
材料や超高速現象を可視化し
て調べる研究をしています。
この技術は新たな材料評価法
としても有望と考えています。

太田 敏隆
おおた としたか（右）

ナノシステム研究部門
NRI イノベーションオフィス
室長
研究主幹

（つくばセンター）

ナノシステム研究部門の技術
移転の支援を担当しています。
この研究成果がさまざまな用
途で実用化されることを目指
しています。

暗視カメラの現状
暗闇の中での撮影には赤外線暗視カメラが広

く使われていますが、これまではモノクロの映
像しか撮影できませんでした。セキュリティー、
車載カメラ、夜間動物観察などの、暗視撮影を
必要とする分野では、より詳細な映像情報を得
るためにカメラのハイビジョン化が進められて
はいますが、依然としてモノクロ映像が利用さ
れています。一方、赤外線だけを利用して、可
視光で見た映像に近いカラー画像が撮影できれ
ば、これまでとは質的に異なる情報が得られ、
前述の分野などでの展開が期待されます。

ハイビジョンカラー暗視カメラの開発
私たちはこれまでに、モノクロでしか表示で

きなかった赤外線画像を可視光下で見た色に近
いカラー画像として撮影できる赤外線カラー暗
視カメラの原理を実証しました。今回、この技
術をさらに高度化して、高精細なデジタル放送
にも使える、高解像度の赤外線カラー動画が撮
影できる装置を開発しました。この装置では、
暗闇にある被写体に赤外線を照射し、被写体か
ら反射してきた赤外線を独自の高感度赤外線撮
影技術により検出し、物体の可視光領域におけ
る反射特性と赤外線領域における反射特性の間
に弱いながらも存在する相関関係に基づき表色

処理を行います。それにより、可視光下での被
写体の色と同一かそれに近い色によるカラー動
画が得られます。

図1は今回開発した赤外線ハイビジョンカ
ラー暗視カメラです。既存の放送用ハイビジョ
ンカラーカメラをベースとして、筐体のサイズ
や重さを増大させないで、内部に赤外線カラー
暗視用の装置も組み込んであります。このカメ
ラは、可視光照明下では通常のハイビジョンカ
ラーカメラとして動作し、暗闇の中ではカメラ
上部に取り付けられた赤外線投光器で赤外線を
投射して赤外線映像を撮影し、カメラ内部の画
像処理系によりカラー化します。

図2は、今回開発した赤外線ハイビジョンカ
ラー暗視カメラを用いて、暗闇の中で赤外線照
明だけを用いて撮影した映像です。今回開発し
た新方式でも、前回（2011年2月）産総研で開発
したカメラと同様に可視光照明下の物体の色を
よく再現できるとともに、前回のカメラより高
精細な映像を撮影できるようになりました。

今後の予定
今回開発した技術を民間企業へ技術移転し、

撮影装置を高性能化・高耐久性化させたのち実
用化する予定です。また、小型化をさらに進め
て放送用カメラ以外への応用を目指します。

関連情報：
● プレス発表

2011 年 2 月 8 日「 暗 視
カラー撮像技術を開発」

2012 年 12 月 3 日「高精
細な赤外線カラー暗視撮影
技術を開発」

図 1　開発した赤外線ハイビジョンカラー
暗視カメラ
上部の黒いブロックが赤外線投光器

図 2　今回開発した赤外線カラー暗視カメラにより撮影された
暗闇中の被写体の撮像例

写真　3.8×3.4 cm
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Patent Information のページ
では、産総研所有の特許で技
術移転可能な案件をもとに紹
介しています。産総研の保有
する特許等のなかにご興味の
ある技術がありましたら、知
的財産部技術移転室までご遠
慮なくご相談下さい。

知的財産部技術移転室
〒 305-8568
つくば市梅園 1-1-1
つくば中央第 2
TEL：029-862-6158
FAX：029-862-6159
E-mail：

バイオ生産可能なポリアミド4の物性の改質
メチロール化反応によるポリアミド4高分子鎖の修飾

国際公開番号
WO2012/161174
（国際公開日：2012.11.29）

研究ユニット：

健康工学研究部門

目的と効果
ポリアミド4は、①原料モノマー（2－ピロリドン）

がバイオ由来資源から容易に生産可能で（糖→グ
ルタミン酸→γ－アミノ酪酸→2－ピロリドン）、か
つ生分解性があり、②アミド基の水素結合による
優れた熱的・機械的性質をもち、③開始剤の選
択によりさまざまな高分子構造を容易に設計でき
るなどの特徴を有し、生体適合材料や環境低負
荷材料への利用が期待されます。一方、融点と
熱分解温度とが接近しているために、溶融成形
するためには、成形条件と樹脂物性の両面での
検討が必要です。今回開発した技術では、ポリ
アミド4の高分子鎖を修飾することにより、熱的性
質の改善や諸物性の改質が可能となりました。

技術の概要
この発明は、図 1 に示すようにポリアミド 4 の

主鎖中のアミド基の一部をメチロール化すること
により、分子間水素結合の生成を阻害し、その
結果として融点降下をもたらし、融点と熱分解温
度とを分離し、成形を容易にする技術です。メチ
ロール基を有するポリアミド 4 は、融点が低下し

ており、融点と熱分解温度が分離しているという
特性を有しています（図 2）。また、メチロール化
されたポリアミド 4 は、大気中の水分が存在する
通常の環境下では、破断伸度が大幅に向上しま
す。さらに、この発明のメチロール基を有するポ
リアミド 4 は、メチロール基の導入率が 20 % 以
下の場合、土壌中や活性汚泥中の微生物により
生分解されます。

発明者からのメッセージ
近年、バイオ由来資源からポリアミド類を生産

する技術開発が活発化していますが、私たちが
開発しているポリアミド 4 は、その中で高分子鎖
の炭素数が最も少ない材料です。これにより、ほ
かのポリアミド類よりも優れた熱的・機械的性質
や親水性をもちます。また、化学合成されるポリ
アミド類では唯一の生分解性材料です。メチロー
ル化によりタンパクなどの導入が可能であり、機
能性生体材料としての展開が期待されます。これ
らの特徴を活かした用途開発を企業の皆さまと共
同研究していきたいと考えています。

適用分野：
●生体適合材料（細胞培養

基板、生体内吸収材料）
●環境適合材料（農業用部

材）
●構造材料（家電構造部材、

自動車内装品）

図1　ポリアミド4高分子鎖のメチロール基による修飾 図2　ポリアミド4のメチロール
化度と融点との関係

部分メチロール化ポリアミド４ポリアミド４

ポリアミド４高分子
鎖間の水素結合の
含有率を変えるこ
とにより、融点の
調節と熱分解温度
との分離が可能と
なる。

ポリアミド４高分子
鎖間で強固な水素
結合が数多くあり、
高融点となる。

メチロール基による
水素結合の阻害

アミド基に由来する
分子間水素結合

アミド基の部分メチロール化
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Patent Information のページ
では、産総研所有の特許で技
術移転可能な案件をもとに紹
介しています。産総研の保有
する特許等のなかにご興味の
ある技術がありましたら、知
的財産部技術移転室までご遠
慮なくご相談下さい。

知的財産部技術移転室
〒 305-8568
つくば市梅園 1-1-1
つくば中央第 2
TEL：029-862-6158
FAX：029-862-6159
E-mail：

関連情報：
● 参考文献

N. Kameta et al.: ACS Nano, 
6, 5249-5258 (2012); 
W. Ding et al. : Advanced 
Healthcare Materials, 1, 
699-706 (2012). 

● プレス発表

2012 年 5 月 23 日「変性し
たタンパク質の活性を回復さ
せる有機ナノチューブゲル」

国際公開番号　
WO2012/153576
（国際公開日：2012.11.15）

研究ユニット：

ナノシステム研究部門

内表面が疎水化された有機ナノチューブ
薬物の放出制御や変性タンパク質の回復・活性の保護が可能に

適用分野：
●薬物徐放性に優れた DDS

ナノカプセル
●組換えタンパク質の発現後

に用いるリフォールディン
グ剤

●酵素を用いるナノリアク
ターやバイオセンサー

目的と効果
持続的に薬物を放出するナノカプセルは、薬の

副作用を減らし、患者さんの生活の質（QOL）を
高める技術として実用化が期待されています。こ
れまでこのようなナノカプセルはほとんどなく、ま
た煩雑な製造工程を必要としていました。この発
明のチューブ状有機ナノカプセル（有機ナノチュー
ブ）は、混ぜるだけで薬物を定量的にカプセル化
し、持続的にこれを放出できる優れた機能を有し
ます。またこの有機ナノチューブは、熱や変性剤
などによって変性したタンパク質を正常な構造に
折りたたませて回復させる機能（リフォールディン
グ補助機能）も併せもちます。

技術の概要
外表面が親水性、内表面が部分的に疎水化さ

れた有機ナノチューブを発明しました。内表面と
の相互作用によって薬物を簡便にカプセル化し、
生理条件下でこれを徐放することができます。特
に抗がん剤として知られるドキソルビシンでは、
水溶液中でこのナノチューブと混ぜるだけで定量
的にナノカプセル化物が得られるため、精製工程
も不要です。チューブ内表面の疎水性の割合を変

化させることで、放出速度を制御することもでき
ます。さらに、変性したタンパク質をこのナノチュー
ブにカプセル化後、pH 変化といった単純な操作
を行うだけで、リフォールディングを促進し、正
常化されたタンパク質だけを高純度・高収率で単
離できます。正常なタンパク質では、カプセル化
によって高温や高濃度の変性剤存在下でもその
活性を維持させることも可能です。

発明者からのメッセージ
両端に開口部をもつ有機ナノチューブは、薬剤

やタンパク質のカプセル化と放出に理想的なナノ
構造です。この発明では内表面の疎水化によっ
て、溶媒分散性を損なうことなく、薬物の簡便な
カプセル化と放出制御を可能にしています。また、
チューブ内径（約 6 ～ 9 nm）が多くのタンパク質
の分子サイズに匹敵するため、カプセル化によっ
て変性したタンパク質のリフォールディングを補助
し、さらに、その活性を維持する機能をもつと考
えられます。今後、薬物ナノカプセル、組換えタ
ンパク質の製造やナノリアクターへの応用が期待
できます。

図1　薬物徐放のために内表面が疎水化された有機ナノ
チューブとその形成分子①（親水性）、形成分子②（疎
水性）、および有機ナノチューブを用いたドキソルビシ
ン（抗がん剤）の生理的条件下での放出特性（pH7.4、
20 mM HEPESバッファー＋150 mM NaCl中）

図2　変性タンパク質の折りたたみによる正常化を補助
する、内表面が疎水化された有機ナノチューブとその
形成分子③（親水性）、形成分子④（疎水性）、およ
びそのリフォールディング法
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Techno-infrastructure

性が低い人工的な塩基配列を持つRNAとして
設計しました。533塩基と1033塩基からなる5種
類の塩基配列で、遺伝子発現解析において、濃
度を変化させたスパイクインRNA標準として
利用できるよう5種類の設計と精密な濃度評価
を行いました。

核酸濃度の値付けには、同位体希釈質量分析
法によるヌクレオチド測定と、誘導結合プラズ
マ質量分析法による核酸分子内りん測定の二つ
の測定法を開発し、適用しました。認証標準物
質の開発に要求される高精度な分析が実現でき
るように、詳細な分析技術・条件を検討し、こ
れらの測定方法を用いることにより、核酸濃度
のSIへのトレーサビリティを確保しました。

今後の展開
開発したRNA標準物質は、分析装置や分析

方法の妥当性評価や精度管理のための基準とし
て利用できます。特にDNAマイクロアレイや
次世代DNAシークエンサーを使用した遺伝子
発現解析の精度管理を目的として、スパイクイ
ンRNA標準として利用できるよう設計したた
め、DNAマイクロアレイによる遺伝子発現解
析の標準化に役立つと期待されます。

今後も、核酸計測の標準化に貢献するため、
標準物質の開発やそれに必要な測定技術の開発
を進めていく予定です。

定量解析用核酸標準物質の開発
DNAマイクロアレイの標準化を目指して

開発の背景
デオキシリボ核酸（DNA）やリボ核酸（RNA）

といった核酸分子は、遺伝情報を司り、タンパ
ク質の合成に関与するなど、生体内における極
めて重要な分子の一つです。特に最近では、ガ
ン検査などのバイオマーカーとしての発現遺伝
子を対象に、遺伝子発現解析が盛んに行われて
います。また、感染症の検査や遺伝子組換え食
品の検査などにも核酸分子の定量分析が用いら
れています。

近年ではこれらの分析にDNAマイクロアレ
イと呼ばれる装置が使われることがあります
が、異なる装置間の測定結果の互換性向上や解
析技術の精度管理のための標準物質が望まれ
ていました[1]。中でも、濃度が定められた核酸
標準物質は世界的にも例がなく、私たちはこ
れらの要望に応えるべく、国際単位系（SI）への
トレーサビリティが確保された定量解析用核酸
標準物質として、2011年に定量分析用DNA標
準物質（NMIJ CRM 6203-a）を開発（2012年12月
に頒布を中断。次期ロットについては現在準備
中。）し[2]、今回、定量解析用RNA標準物質（NMIJ 
CRM 6204-a）を新たに開発しました。

核酸標準物質の調製と認証方法
開発したRNA標準物質は、自然界に存在す

る既知の真核生物由来ゲノム配列などとの類似

藤井 紳一郎
ふじい しんいちろう

計測標準研究部門
有機分析科
バイオメディカル標準研究室
主任研究員

（つくばセンター）

2005 年に標準・計測分野と
ライフサイエンス分野の分野融
合枠で採用され、バイオ計測に
関する計量標準の整備や標準化
に向けた技術開発を進めていま
す。特に DNA や RNA といっ
た核酸分子の標準物質開発を担
当しており、標準物質開発に必
要な分析技術について、関係者
の協力を得ながら研究開発を進
めています。

関口 勇地
せきぐち ゆうじ

バイオメディカル研究部門
バイオメジャー研究グループ
研究グループ長

（つくばセンター）

バイオ計測技術、特に核酸を対象
とした定量技術開発とその医療、
産業分野での応用に関する研究
を行っています。蛍光消光現象を
利用した遺伝子定量技術の開発、
次世代シークエンサーを利用し
たマルチプレックス定量技術の
開発や、それらの精度管理技術の
開発に関心があります。

試料名称 質量濃度
（ng/µL）

拡張不確かさ
（ng/µL, k=2）

RNA500-A

RNA500-C
RNA1000-A
RNA1000-B

RNA500-B
30.6

59.5

27.3
32.4
58.3

3.1

5.3
4.9
3.2
2.4

定量解析用リボ核酸（RNA）水溶液（NMIJ 
CRM 6204-a）

定量解析用リボ核酸（RNA）水溶液（NMIJ 
CRM 6204-a）の認証値および拡張不確かさ

関連情報：
● 参考文献

[1] 藤井 紳一郎 :ぶんせき , 
432, 674-675(2010). 

[2] 藤井 紳一郎、関口 勇
地、高津 章子 : 臨床化学 , 
41(4), 363(2012).
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の略称で、酸素またはセシウムのイオンを高速
で対象物に照射し、出てきた二次イオンの同位
体比を質量分析計で測定する装置です。この装
置は、地質学に用いるために特に大型に設計
されており、岩石に含まれるジルコンなどの
U-Pb年代を正確に測定することができます。

レアメタル資源選鉱試験施設
レアメタル資源の開発において常に課題とな

るのが、鉱石から目的の鉱物を分離・抽出する「選
鉱」です。この施設では、鉱石粉砕装置、磁力選
鉱器、静電選鉱器、湿式サイクロン、テーブル
選鉱器、浮遊選鉱器など在来型機一式を導入し、
廃水浄化システムを完備した実験室を整備しま
した。さらに最新鋭の機器として、2012年度に
高電圧パルス岩石粉砕装置SELFRAG LABを導
入しました（写真2）。この装置は、岩石を鉱物粒
界で選択的に粉砕する装置で、目的の鉱物を過
粉砕することなく分離することができます。

今後の展開
今後、石油天然ガス・金属鉱物資源機構や民

間企業と共同で、この施設を活用して新規レア
メタル資源の評価を適切に行い、日本へのレア
メタル供給安定性の向上を目指していきます。

レアメタル資源分析・選鉱試験施設の整備
鉱石の高精度分析と、選択的な粉砕が可能に

社会的な背景
ハイテク産業に必須なレアメタル（希少金属元

素）は、国内ではほとんど産出しないため、もっ
ぱら海外からの輸入に頼っています。しかし、
レアメタル資源は、新興工業国での消費量増加、
資源ナショナリズムなどの影響により、その安
定的確保が年々難しくなっています。地圏資源
環境研究部門では、わが国の海外での資源開発
を促進するために、2011 ～ 2012年度に資源エネ
ルギー庁委託事業により、レアメタル資源を対
象とした分析・選鉱試験施設を整備しました。

レアメタル資源分析施設
レアメタル資源を開発するには、鉱床の形成

プロセス、品位、鉱石の鉱物学的特徴などを把
握し、資源ポテンシャルを適切に評価する必要
があります。この施設では、鉱石鉱物を分析・
解析するためのFE-EPMA、X線回折計、MLA 

（Mineral Liberation Analyzer）、レーザーラマ
ン分光分析計などを新たに導入しました。また、
鉱石の化学組成や同位体組成を分析するため
に、レーザーアブレーションICP-MS[1]、多重
検出器型ICP-MSなども導入しました。この施
設では、さらに高精度年代測定装置SHRIMPを
2012年度に導入しました（写真1）。SHRIMPと
はSensitive High Resolution Ion Micro Probe

写真１　高精度年代測定装置　SHRIMP Ⅱe（豪州 ASI 社製）
写真２　高電圧パルス岩石粉砕装置
SELFRAG LAB（スイス SELFRAG AG 社製）

高木 哲一
たかぎ てついち

 

地圏資源環境研究部門
鉱物資源研究グループ
研究グループ長

（つくばセンター）

1994 年 旧 工 業 技 術 院 地 質
調査所（地調）入所。地調時
代は非金属鉱物資源を中心に
研究してきました。2001 〜
2006 年 は、 産 総 研 深 部 地
質環境研究センターで高レベ
ル放射性廃棄物地層処分の研
究を実施しました。2007 年
から鉱物資源研究に復帰し、
2009 年より現職。レアメタ
ル資源を中心に研究を進めて
います。

関連情報：
● 参考文献

[1] 昆 慶 明、 高 木 哲 一：
産 総 研 TODAY, 11(1), 
23(2011).
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イノベーション推進本部 審議役　岡
お か だ

田 道
み ち や

哉

モノづくりへのこだわりとオープンイノベーション
「技術で勝ってビジネスで勝つ」これが戦後のわが国経済を

支えてきた日本のモノづくり産業の勝ちパターンでした。独
自技術への強い“こだわり”と優れた製品は、圧倒的な高品質
で市場を席巻してきました。しかし、2000年代以降、海外企
業は「技術で勝負せずにビジネスモデルで勝負する」新たな
オープンイノベーション戦略に転じ、わが国産業は優位性を
失ってしまいました。結果として、独自技術へのこだわり
は、強みではなく弱みであると考えられるようになりました
が、私は、日本企業の“技術へのこだわり”は、日本の文化で
あり、日本のモノづくりの基盤であると考えています。つく
ばイノベーションアリーナ（TIA）では、パワーエレクトロニ
クスに関するオープンイノベーション拠点の構築を2009年に
開始しました。当初、海外で広く行われているオープンイノ
ベーションの方法論を中心に、産業界と幾度も意見を交換し
ましたが、議論を重ねるほど違和感が増しました。手本とし
た海外のオープンイノベーションモデルは、「自前主義」を否
定すると同時に、「技術へのこだわり」をも捨て去ることを求
めるため、日本人にはなじまなかったのです。産業界と1年
以上かけて対話するなかで、日本に適したオープンイノベー
ションとは“技術へのこだわりを互いに認め合うこと”ではな
いかと考え、制度設計に反映させました。その結果、2012年
4月に、民間企業14社と産総研で合意が成立し「つくばパワー
エレクトロニクスコンステレーションズ（Tsukuba Power-
Electronics Constellations, TPEC）」を発足することができま
した。TPECはパワーエレクトロニクスに関するオープンイ
ノベーション共同研究体ですが、同時に（少しだけ）、「技術
へのこだわり」を認めた新しい（日本型の）オープンイノベー
ションモデルです。

産業界、若手人材と研究者に魅力的であること
オープンイノベーション拠点は、「産業界が魅力に感じる

こと」が大切ですが、加えて、「学生や若手研究者にとっても
魅力的であること」が重要です。そこで、「毎夏、パワーエレ

クトロニクス・サマースクールを産総研で開催し、日本全国
から熱意ある学生に集まってもらう」、「パワーエレクトロニ
クス大学院（連携・寄附講座）を筑波大学に開設し、産業界、
大学と産総研が協力して人材を育成する場を作る」などの新
制度を立ち上げました。これらの試みは、産業界、大学、学
生と産総研の関係者の熱意なくしては進みません。持続的な
拠点としての歩みは始まったばかりです。魅力を創出してい
くには、ユーザーの目線で企画し制度設計することがとても
重要です。

イノベーションモデルを変える
科学技術立国を目指すわが国には、世界的なオープンイノ

ベーション拠点が必要です。国の発展には「顔」となる国際空
港の整備が必要であると同様に、強いモノづくり国家を目指
すには、グローバル・オープンイノベーション拠点が必要で
す。産総研は、今後も世界が注目する研究成果を出し続け
るとともに、自らがグローバル・オープンイノベーション拠
点の中核をなしていくことになるでしょう。産総研はもっと
もっと進化することができます。日本の産業競争力を強化す
るには、日本の企業文化に適したイノベーションモデルへ再
構築する必要があります。「日本のイノベーションモデル」を
イノベーションする——その実現を夢見て今後も活動してい
きます。

サマースクールで学生に TPEC について講義する筆者

このページの記事に関する問い合わせ：イノベーション推進本部 https://www.aist.go.jp/aist_j/collab/inquiry/inquiry_coordinator.html
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シームレス地質図の作成・公開
地質調査総合センターでは、20

万分の1日本シームレス地質図を作
成し、2001年度より公開していま
す。これは、これまで出版されて
きた20万分の1地質図幅の図郭に
おける境界線の不連続を、日本全
国統一の凡例を用いることによっ
て解消した新しい地質図です。任
意の範囲で情報を得られるほか、
データをダウンロードして地理情
報システム（GIS）上で利用できま
す。PC版では地形と地質の関係が

直感的に解りやすい3D表示が2012
年度に可能になりました。Webサ
イトでは一般向けの簡単な解説も
付けられています。これまでの研
究利用に加え、都市計画などにも
積極的に参照されはじめ、2013年3
月にはアクセス数が60万件になり
ました。また、シームレス地質図
はスマートフォンなどでも閲覧で
きるので、街歩きやジオパークで
も活用されるなど一般にも利用が
広がっています。データ提供側と

しては、自分たちの足元の基盤情
報である地質情報を正しく、広く
伝えるための研究を重ねています。

来賓挨拶（赤羽一嘉 経済産業副大臣） ポスター展示会場

DIR-3 の操縦をされる山本大臣（左）と、ブー
スを訪れた参加者の様子（中、右）

表示例：大阪城付近の詳細版

産総研 福島新拠点 再生可能エネルギーシンポジウムの開催

科学・技術フェスタ 2013 にブース出展

産総研は、政府の「東日本大震災か
らの復興の基本方針」を受け、再生可
能エネルギーに関する研究開発拠点の
設置を進めており（福島県郡山市内の
西部第二工業団地に2014年4月開所予
定）、2013年3月12日に福島県郡山市
において「産総研 福島新拠点 再生可
能エネルギーシンポジウム」を開催し
ました。シンポジウムでは、地域の行
政に携わる方々や、企業・住民の方々
に対し、新拠点における研究計画や各

3月16日〜17日の2日間にわたって
京都市で開催された「科学・技術フェ
スタ2013」に、産総研からもブース出
展しました。この催しは、将来の科学
技術を担う世代の科学・技術に対する
関心を深める目的で政府機関などが主
催するもので、中学生や高校生による
科学・技術の成果発表と、研究機関や
企業の最先端科学・技術に関する展示
を行う参加型イベントです。

今年の産総研ブースでは、昨年の

方面との連携、新拠点に対する期待な
どについて情報提供を行い、赤羽一嘉 

イグノーベル賞を受賞した「スピーチ
ジャマー」の効果体験、床下探査ロボッ
ト「DIR-3」の操縦体験、アザラシ型ロ
ボット「パロ」の触れ合い体験、偏光万
華鏡工作コーナーを展開しました。ま
た、2日目のセンターステージでは、「ス
ピーチジャマー」の開発者である栗原
一貴 主任研究員のミニ講演も行いまし
た。イベント初日には、科学技術政策
担当の山本一太 内閣府特命担当大臣に
ブースにお立ち寄りいただきました。

経済産業副大臣をはじめ、合わせて
313名の方々にご参加いただきました。

このイベントの2日間の来場者数は、
昨年を上回る5,958名と発表されてい
ます。産総研ブースをご覧いただいた
皆様、ありがとうございました。

社会的取り組み
●31

産総研は憲章に「社会の中で、社会のために」と掲げ、持続発展可能な社会の実現に向けた
研究開発をはじめ、社会的な取り組みを行っています。
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カナダ政府関係者などの来訪

フランス外務省日仏パートナーシップ担当特別代表の来訪

2013年1月29日、日加政府間によ
る日加科学技術協力合同委員会に出席
したカナダ政府関係者など18名がつ
くばセンターを来訪されました。

今回来訪された一行は工業省自然科
学局のFortier局長を筆頭とし、一村
副理事長との会談後、地質標本館およ
びサイエンススクエアつくばを視察さ
れました。産総研との関係が深いカナ
ダ工学研究カウンシル（NRC）、カナ
ダ地質調査所（GSC）の幹部の方々も参

2013年2月20日、シュヴァイツァー・
フランス外務省日仏パートナーシップ
担当特別代表およびマセ駐日仏大使
がつくばセンターを訪問され、産総
研とフランス国立科学研究センター

（CNRS）との共同研究プロジェクトを
実施するAIST-CNRSロボット工学連
携研究体（CNRS-AIST JRL）の研究室
を視察されました。

研究室では、一村副理事長の挨拶、
金山理事などからのロボット研究概要
についての説明があり、続いて、現在
研究中のヒューマノイドロボットのデ
モンストレーションを行いました。

シュヴァイツァー特別代表は、ロ
ボットの操作方法、研究成果の活用な
どについて熱心に意見交換されまし
た。

CNRS-AIST JRLは、産総研とCNRS

加されており、地質分野および国際部
関係者とそれぞれ意見交換を行いまし
た。

NRC傘下の国立ナノテクノロジー
研究所は、産総研ナノシステム研究部
門との個別研究協力覚書を締結してお
り、同じくNRC傘下の国立測定標準
研究所（INMS）は、産総研計測標準研
究部門と長らく計量標準に関する連携
協力を推進しています。これらを踏ま
え、引き続き両機関が共有する研究

との間で締結した包括研究協力覚書
（2001 年締結、2006 年・2011 年更新）
に基づく国際共同研究を実施するため
に、2003年設立の日仏ロボット工学共
同研究ラボラトリーの発展的な組織と
して、2008年12月に設立されたもので
す。

CNRS-AIST JRL は、CNRS の国際
混成研究所（International Mixed Unit, 
UMI）として、海外に拠点を置く正式

テーマのマッチングなどについて情報
交換を行い、連携を深めていくことで
合意しました。

また、GSCは、天然資源省傘下の
研究所で、以前より地質調査総合セン
ターと連携協力関係にあります。佃理
事との意見交換において、地質防災分
野や宇宙リモートセンシング分野での
協力などについて、忌憚のない意見交
換が行われました。

な組織に位置づけられており、CNRS
より常時10人程度、これまで延べ100
人の研究者が短期・長期で滞在してい
ます。産総研知能システム研究部門か
らは常勤研究者が専任や兼任の形で
CNRS-AIST JRLに参加し、緊密な連
携による国際共同研究を活発に推進し
ています。

左から、Wayner NRC 副理事長、宮崎国際
部長、Hordy NRC 国際部長

集合写真

前列左から、Ikkers GSC シニアアドバイ
ザー、Lebel GSC 局長、佃理事

会談の様子
一村副理事長の挨拶

操作説明を受けるシュヴァイツァー特別代表
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平成 24 年度「産総研イノベーションスクール」6 期生修了式

社会の幅広い分野で活躍できる博
士人材の輩出を目指した「産総研イノ
ベーションスクール」の6期生の修了
式を、2013年3月7日に産総研つくば
センター共用講堂にて行いました。来
賓として、経済産業省 大学連携推進
課より大家利彦 産業技術人材企画調
整官、株式会社デンソーより村山浩之 
技監をお迎えし、理事長、副理事長（ス
クール長）ほか出席のもと、ポスドク
22名（中途就職2名）、大学院生11名
が巣立っていきました。

理事長からは、枠にとらわれずチャ
レンジしてほしい、スクール長からは、
自分のアイデンティティを無くさない
でほしい、と変わりゆく社会の中で活
躍するための指針ともいうべき話があ

りました。また、大家企画調整官から
は、わが国は課題が山積みだが、だか
らこそ活躍の舞台があると、村山技監
からは、自分の仕事・研究テーマをと
ことんその厳しさも含めて楽しんでほ

しいと、前向きなメッセージをいただ
きました。修了証書授与、スクール生
代表挨拶を経て閉式後、記念撮影を行
い、その後は立食昼食会が和やかに行
われました。

修了式後の集合写真

米国国立再生可能エネルギー研究所とのワークショップ開催

2013年3月12日に米国コロラド州
ゴールデンにおいて、国立再生可能
エネルギー研究所（NREL）とのワーク
ショップが開催され、産総研からは矢
部理事をはじめ、環境・エネルギー分
野などの研究者が参加しました。また、
経済産業省 産業技術環境局 国際室長
らも参加しました。

産総研とNRELとは、2008年5月に
包括研究協力覚書を締結しており、こ
れまで太陽光発電やバイオマスリファ
イナリーに関する研究で連携協力を

行っています。今回のワークショップ
では、さまざまな再生可能エネルギー
に関する日米の研究協力の成果の確認
と意見交換を主目的としており、日米
総勢50名ほどの研究者などが参加し
ました。

ワークショップでは、双方の機関概
要説明に続き、太陽光発電、バイオマ
スエネルギー、水素エネルギーやエネ
ルギーネットワーク技術に関する研究
発表が行われました。併せて、米国政
府の技術の普及に向けた支援策などに

ついての説明も行われました。
その後、参加者は、NREL内に新た

に設置されたエネルギーシステム統合
施設を見学しました。同施設は、多様
なエネルギー源を効率的に運用する統
合システムを構築するための実験施設
であり、2014年4月に開所する産総研
の福島再生可能エネルギー研究開発拠
点と共通の目的をもちます。今後の両
者の連携も期待されます。

集合写真ワークショップの様子
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触媒化学融合研究センター　　Interdisciplinary Research Center for Catalytic Chemistry 

研究センター長　佐藤 一彦

当研究センターは、機能性化学品の
合成プロセスを革新し、わが国化学産
業の国際競争力の維持・強化に貢献す
る触媒関連技術の発展を目的として、
触媒化学に関連する「ケイ素化学技術」

「革新的酸化技術」「官能基変換技術」
「触媒固定化技術」の４つの中核的課題
に包括的に取り組みます。

具体的には、 
・省エネルギー：反応温度の低下、反応

時間の短縮
・選択性の向上：副生成反応物の低減、

分離エネルギーの低減
・レアメタルの大幅な削減：貴金属触媒

からの転換
の３つの観点から、革新的な触媒を利用

創薬分子プロファイリング研究センター　Molecular Profiling Research Center for Drug Discovery

研究センター長　夏目 徹

医薬品開発には候補化合物の効果を
効率よく見いだすことが求められます。
当研究センターは、実験生物学と情報
科学を組み合わせ、新薬開発の加速化、
開発コストの低減を行うための基盤技
術の開発をめざします。具体的には、
独自のロボット技術やナノ技術を駆使
した計測技術を用いて生体内の各種分
子の動態を知るとともに、数理解析に
よる薬効作用の推定を行います。また、
得られたデータをもとに創薬のための
知的基盤の構築を行います。こうした
活動により、停滞している日本の創薬
力の活性化に貢献します。

新研究ユニット紹介　2013年4月1日に発足した研究ユニットを紹介します。

した、機能性化学品の製造技術に関す
る研究を推進します。

触媒化学
技術

機能性化学品

実用触媒開発
方法論体系化

バイオマス素材

基礎化学品

排ガス処理・
光触媒

エネルギー
変換

食品・
医療品

燃　料

センター体制図

融合

高度な計測・IT基盤技術をインタラクティブに
インテグレーションしプラットフォーム化

最適化・再リード化
/検証

バイオ計測

バイオ IT

バイオ IT

数理システム解析
チーム

定量プロテオミクス
チーム

データ管理統合
チーム 分子間相互作用

解析チーム

理論分子設計
チーム

バイオ計測

高精度
作用・副作用メカニズム

解明

データ管理・
インテグレーション

大規模データ/
取得データのDB化
一括運用管理

ドッキングシミュレーション
NMR構造解析

定量ネットワーク・プロテオーム

相補的なチーム編成
実験 /理論と検証がワンセット
創薬業界のニーズを完全把握
知識・ノウハウ集積型研究

化合物プロファイリング
の曖昧性の解消

個体レベルの
ターゲットおよび
薬効評価

臨床研究機関

リード最適化の
効率化・ドロップ

再開発

製薬企業
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上： 真空パワースイッチの動作の（上から見た）様子（p.15）
下： 内表面が疎水化された有機ナノチューブ（p.20）
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サステナブルマテリアル研究部門で進める「次世代型省エネ建材の開発」のもと、
環境応答機能薄膜研究グループは、環境に応じ自律的に光や熱特性が変わるユニー
クな建物外皮（窓や外壁）の実現に取り組んでいます。その中で垣内田主任研究
員は、窓材などへの応用に向け、液晶といった相転移材料に半自己組織的にメゾ
スケール構造を形成し、温度とともに効率良く光学特性が変わる、いわゆるサー
モトロピックやサーモクロミック機能膜を開発しています。この研究では、断熱・
遮熱性向上といった現在の建材開発の方向性と一線を画し、季節や気象に順応し
て制御される「環境ハーモニック建材」という新しい考えを実践しています。

省エネ・快適性を高める環境応答型機能をもつ建物外皮の開発
サステナブルマテリアル研究部門　環境応答機能薄膜研究グループ　垣

か き う ち だ

内田 洋
ひろし

（中部センター）

垣内田さんからひとこと
現在の建物外皮では、屋外環境から人を護る役割が強調されますが、例えば日本では、外

と適当な距離感を維持した伝統家屋がまだ多く見られます。特に窓は内外をつなぐ接点であ
り、採光や眺望、時に風を入れるなど人が心豊かに過ごす役目を担うため、今後なくなるこ
とは考えにくいです。一方、建物の熱環境をあわせて考えると、現状の窓や外壁の機能をよ
り向上させる必要があると感じます。これまでの研究の結果、実験室レベルで基本機能を見
いだし、現在は窓や外壁の性能向上と大面積化に取り組んでいます。実用化に向けては、さ
らに立地条件や生活スタイルも考慮した複雑な課題となりますが、その答えとなる材料を見
いだしたいと考えています。

サンプルを作製している様子
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